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III. 貧困率以外の指標の分析 

1. HDI による経年変化の分析と地域国際比較 

2011 年現在のスリランカの HDI は 0.691 で、順位は 97 位となっている。この数値は中

程度人間開発諸国の平均値である 0.630 および南アジアの平均値である 0.548 をともに上

回っており、世界平均の 0.682 をも上回っている。スリランカと近い HDI の国は、チュニ

ジア（0.698、94 位）、ヨルダン（0.698、95 位）、アルジェリア（0.698、96 位）、ドミニ

カ共和国（0.689、98 位）、サモア（0.688、99 位）、フィジー（0.688、100 位）がある。

近隣諸国の HDI は、インド（0.547、134 位）、ブータン（0.522、141 位）、パキスタン（0.504、

145 位）、バングラデシュ（0.500、146 位）、ネパール（0.458、157 位）となっている。 

不平等調整済み HDI（inequality-adjusted HDI）は 0.579 である。損失率は 16.2%である

が、不平等調整済み HDI ではスリランカの順位は 9 位上昇する67。 

 

 

図表 27 HDI 推移（1980-2011）（再掲）68 

 

 

 

                                                  
67 UNDP (2011), Human Development Report 2011: Sustainability and Equity: A Better Future for All, 
p.136. 
http://hdr.undp.org/en/media/HDR_2011_EN_Complete.pdf（2012 年 3 月 9 日アクセス）  
68 UNDP(2011) , International Human Development Indicators Sri Lanka 
Country Profile: Human Development Indicators.   
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図表 28 HDI 推移（折れ線グラフ）（1980-2011）（再掲）69 

 

 

図表 29 HDI：保健、教育、収入に関する HDI（再掲）70 

 

 

                                                  
69 UNDP(2011) International Human Development Indicators Sri Lanka 
Country Profile: Human Development Indicators. 
70 UNDP(2011) International Human Development Indicators Sri Lanka 
Country Profile: Human Development Indicators.  
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図表 30 州別 HDI 関連指標（1994 年）71 

 

 

2. MDG 指標の分析 

  2008/09 年の MDG カントリーレポートによると、スリランカの MDG 達成状況は概ね順

調といえる。 

                                                  
71 UNDP (1998), National Human Development Report 1998: Regional Dimensions of Human 
Development, p.8. 
http://hdr.undp.org/en/reports/national/asiathepacific/srilanka/name,2793,en.html （2012 年 3 月 16 日アクセ

ス） 
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 目標 1A については、2000 年代の経済成長により 2015 年の目標達成は可能と見られてい

る。ただし、地域間格差が大きく、西部州や南部州に比較すると、北部州、東部州、ウバ

州の達成状況は悪く、地域間格差の是正が今後の課題である。セクター間で見ると、農村

部もMDG目標達成は可能であると見込まれている。2002年と比較して、2006/07年のHIEC

調査では、農村部の貧困率は 10%程度減少している。改善の要因としては、農業や農村開

発、インフラ開発の進展、および保健、教育、市場、銀行借入へのアクセスについて改善

が見られたことが挙げられる72。なお、2008/09MDG レポートは、2006/07 年の HIES に基

づいているため、プランテーションの貧困状況の悪化について言及されているが73、先述の

とおり2009/10年のHIESではプランテーションの貧困状況が飛躍的に改善されているため、

現在 MDG レポートが書かれたとすれば、異なる評価になると思われる。 

 その他、普遍的な初等教育の達成（目標 2）、ジェンダー平等の推進と女性の地位向上等

（目標 3）、乳幼児死亡率の削減（目標 4）、妊産婦の死亡率の引き下げ（目標 5A）、マラリ

アの発生阻止・発生率引き下げ（目標 6C）については 2015 年までの達成が見込まれてい

る。一方、飢餓人口の半減（目標 1C）、はしかの発生阻止・発生率引き下げ（目標 6D）、

環境資源の損失阻止・回復（目標 7A）については達成が危ぶまれている74。 

 2006/07 年時点での地域別 MDG 関連指標を見ると、目標 2 に関わる初等教育就学率は識

字率については、地域間の格差は小さく、どの地域においても概ね高い達成率といえる。

ただし、初等教育修了率については地域間でばらつきが見られる。州別では最も達成度が

低いウバ州でも 85%以上の修了率であるが、県別に見ると、最も数値の高い南部州ゴール

県の 94%に対し、同じ南部州のマータラ県の修了率は 73.7%となっている。また、都市部

や農村部の修了率はそれぞれ 87%と 89.5%であるが、プランテーションは 69.5%と他の 2

つの地域に比べて達成が遅れている。ジェンダー平等の面では、初等教育、中等教育にお

ける男女格差はどの州においてもほとんど見られない。 

目標 3 と同じく、達成が見込まれる乳幼児や 5 歳未満児死亡率、目標 5 の妊産婦死亡率

の諸指標は、1991 年と 2003 年を比較すると、ほとんどの州で数字が改善している。ただ

し、乳幼児死亡率および 5 歳未満児死亡率について、東部州は両指標とも悪化している（乳

幼児死亡率：1,000 人当たり 15.5 人→15.8 人、5 歳未満児死亡率：1,000 人当たり 9.3 人→

11.3 人）。妊産婦死亡率については、北部州の指標が悪化している。西部州や北西部州、北

中部州の 100,000 出産数当たりの妊産婦死亡率が 10 人を下回っているのに対して、北部州

は 1991 年に 37.9 人であった妊産婦死亡率が、2003 年には 44.1 人に悪化している。また、

妊産婦死亡率はほとんどの州で 1991 年に比較して半分以下となり、特に北西部州や北中部

州は 1/5 まで改善しているものの、ウバ州やサバラガムワ州は、数値は改善していても、そ

れぞれ 37.8 人から 24.4 人、52 人から 39.7 人と改善のペースが遅い。 

なお、目標 1 については、II-3 を参照のこと。 

                                                  
72 UNDP (2010),MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, pp.17-20. 
73 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.20. 
74 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.8. 
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図表 31 MDG 達成進捗状況75 

                                                  
75 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.8. 
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図表 32 州別・県別 MDG 関連指標（目標 1）76 

 

 

 

                                                  
76 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.22. 
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図表 33 州別・県別 MDG 達成度（目標 2）77 

 

 

                                                  
77 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.34. 
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図表 34 州別・県別 MDG 達成度（目標 3）78 

 

                                                  
78 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.42. 
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図表 35 州別・県別 MDG 達成度（目標 4）79 

 
 

                                                  
79 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.50. 
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図表 36 州別・県別 MDG 達成度（目標 5）80 

 

                                                  
80 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.58. 
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図表 37 州別・県別 MDG 達成度（目標 6）81 

 

 

                                                  
81 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.64. 
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図表 38 州別・県別 MDG 達成度（目標 7）82 

 

                                                  
82 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.76. 
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図表 39 州別・県別 MDG 達成度（目標 8）83 

 

 

                                                  
83 Department of Census and Statistics (2008), MDG Indicators of Sri Lanka: A mid Term Review -2008, 
p.92. 
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3. 食糧安全保障・脆弱性による分析 

 ここでは、内戦によって被害を受けた北部州および、2010 年後半から 2011 年前半に発

生した豪雨・洪水により甚大な被害を受けた東部州および北中部州の食糧安全保障問題に

焦点を当てる。 

北部州、東部州、北中部州において、深刻な食糧安全保障上の危機にある人々の割合は

12%で、中程度に食糧安全保障上の危機にある人々の割合は 36%となっている。深刻な食

糧安全保障上の危機にある人々全てが、貧困ライン以下ないし貧困ラインの半分の所得ラ

インの生活を強いられている層である。中程度食糧安全保障危機層のほとんどは、貧困ラ

インの半分の所得以上貧困ライン以下の人々である。食糧安全保障が満たされている 52%

は、貧困ライン以上の生活水準であり、保健や健康、その他生活環境改善のための支出が

可能な層である84。 

 地域別で見ると、食糧安全保障危機人口が多いのは、東部州のバティカロア県やアンパ

ーラ県、北中部州のアヌラーダプラ県やポロンナルワ県となっているが、比率で見ると、

北部州のキリノッチ県が最も深刻な状況にあることがわかる。キリノッチ県では、深刻な

食糧安全保障上の危機にある人々は 30%、中程度に危機にある人々は 54%となっており、

実に 8 割以上の人々が食糧安全保障上の危機にある。北部州、東部州、北中部州では最も

食糧安全保障状況のよいアヌラーダプラ県でも食糧安全保障上の危機にある人々は 3 割を

超えている。 

 さらに 1 年前からの改善状況に関するデータを見ると、食糧安全保障状況はほとんど改

善されていないことがわかる。特に北中部州のアヌラーダプラ県、東部州のトリンコマリ

ー県、バティカロア県については 8 割以上の人々が状況は悪化していると答えており、特

にバティカロア県にいたっては 100%が状況は悪化していると回答している。それ以外の地

域にしても、ほとんどが状況が悪化ないし変化なしであり、改善したと答えた人が最も多

いマナー県でさえその値は 14%に過ぎない。 

 食糧安全保障上の危機にある人々の特徴として、WFP は次の 3 つを挙げている。すなわ

ち、①主な収入源を贈与や寄付に依存している世帯、②（アヌラーダプラ県およびポロン

ナルワ県を除く）北部州・東部州・北中部州において農業および非農業に従事する日雇い

労働者、③東部州における漁業世帯、である85。また、寡婦・寡夫世帯、および高齢者・女

性・障害者が世帯主の世帯はそうでない世帯に比較して食糧安全保障状況が悪い86。さらに

世帯主の教育水準が低いほど、食糧安全保障状況が悪くなる傾向が見られる87。 

                                                  
84 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.77. 
http://documents.wfp.org/stellent/groups/public/documents/ena/wfp243519.pdf （2012 年 2 月 16 日アクセ

ス） 
85 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.81. 
86 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.83. 
87 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
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 北部州、東部州、北中部州において食糧安全保障状況が悪い原因として WFP は次の理由

を挙げる88。 

 

① 北部州については、26 年間続いた内戦が食糧安全保障の危機を招いた最も大きな理由

である。2008 年から 2009 年の内戦終結直前の戦闘により、北部州に住む多くの人々

は退去を余儀なくされ、結果不動産や家畜など資産を失った。内戦が終結し、故郷に

戻ったとしても、資産を失っており、また、耕作可能地にしても地雷が埋設されてお

り、農業を営むことは困難である。その他灌漑施設の不足や土地の塩化も食糧安全保

障状況を悪化させる要因である。 

② 東部州および北中部州については、モンスーンに伴う洪水が食糧安全保障の危機をも

たらした大きな要因である。2010 年 11 月半ばに北部および東部を襲ったモンスーン

による豪雨により、洪水が発生、農作物に大きな被害が出た。バティカロア県、アン

パーラ県、トリンコマリー県、アヌラーダプラ県、ポロンナルワ県の 5 県に住む 100

万人以上が洪水の被害を受け、40 万人が一時的な非難を余儀なくされた。この豪雨お

よび洪水により農作物が被害を受けるとともに多くの人々が財産を失ったため、食糧

安全保障上の危機に陥る事態となった。 

 

このように 2010 年後半から続いた豪雨・洪水は北部州と東部州の食糧安全保障状況を悪

化させたといえるが、食料品支出割合のデータからは両州は豪雨・洪水以前から食糧安全

保障状況が脆弱であったことがわかる。全支出に占める食料品への支出の割合は、食糧安

全保障を計る上で重要な指標である。他の指標が同じであれば、食料支出が多いことは所

得が少ないこと、食料品の値上がりに脆弱であること、所得を失ったときの脆弱性が高い

ことを示している89。2009/10 年 HIES 調査は 2009 年 7 月から 2010 年 6 月の調査に基づ

いているため、2009/10 年 HIES 調査時の食料支出割合のデータは豪雨・洪水以前の状況を

示している。これによると、スリランカ全土の食料支出割合は 42%である一方、2011 年の

北部州、東部州の食料支出割合はそれぞれ 59%と 57%であり、全国平均に比べて食糧安全

保障状況が深刻であることを示している90。 

また、2006/07 年 HIES と比較すると、2009/10 年 HIES 調査時は東部州の食糧安全保障

状況は悪化していることがわかる。2006/07HIES では、食料支出割合の全国平均は 37.6%、

東部州は 47.2%（北部州はデータなし）で、県別でも、バティカロア県が 48.6%、アンパ

ーラ県が 46.3%（トリンコマリー県はデータなし）となっており91、2009/10HIES より状

                                                                                                                                                  
Report: Sri Lanka 2011), p.84. 
88 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.86. 
89 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.52. 
90 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10, p.16. 
91 DCS（2008）, Household Income and Expenditure Survey-2006/07 (Final Report), p.29. 
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況は良好であった。 

以上より、豪雨および洪水は特に東部州の食糧安全保障状況を悪化させたといえるが、

北部州と東部州はそれ以前から他州に比較して食糧安全保障状況が脆弱な地域であったと

考えられる。 

 

図表 40 食糧安全保障状況（2011 年）92 

 

 

                                                  
92 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.77. 
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図表 41 北部州・東部州・北中部州の食糧安全保障状況（2011 年）93 

 

 

図表 42 食料支出割合（2011）94 

 

                                                  
93 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.78. 
94 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.52. 
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図表 43 北部州・東部州・北中部州において食糧安全保障が脅かされている人口数（地区

別、2011 年）95 

 

 

図表 44 北部州・東部州・北中部州における食糧安全保障状況の変化（2010-11 年）96 

 

                                                  
95 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.80. 
96 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment 
Report: Sri Lanka 2011), p.79. 
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図表 45 食料支出割合（2009/10）97 

 

 

 

                                                  
97 DCS (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10, p.16. 
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IV. 社会的属性・特性と貧困との関連の分析 

1. ジェンダーと貧困 

 2011 年版人間開発報告書によると、スリランカのジェンダー不平等指数は 0.419 で、順

位は 187 ヶ国中 74 位である98。HDI の順位は 97 位であることを踏まえると、男女の平等

面では改善が進んでいるといえる。 

スリランカでは、初等教育および高等教育において男女間の就学率の平等がほぼ達成さ

れている。2006 年の初等教育における男子および女子の就学率は 99%で、高等教育では

105.7%と女子のほうが男子よりも多い結果となっている。 

 地域別で見ても初等教育および中等教育両方において、ほぼ男女の平等は達成されてい

る。唯一 2006 年の都市部のみ男子に占める女子に比率が 85.4%と他のセクターに比較して

低くなっているが、この要因として農村部の男子が都市部の学校に通学していることが挙

げられる。高等教育において男子の比率が低くなるのは、男子が低い年齢で働き始める傾

向があるためである99。 

 

図表 46 初等教育、中等教育、高等教育就学率に関する男女比（2006 年）100 

 
 

図表 47 教育における男女比（セクター別）（1996 年、2006 年）101 

 

 

 教育における男女平等がいち早く達成されていたことに比較すると、雇用における男女

                                                  
98 UNDP(2011), Human Development Report 2011: Sustainability and Equity: A Better Future for All, p.140. 
99 UNDP(2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.53. 
100 UNDP(2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.53. 
101 UNDP(2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.54. 
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平等の改善状況は順調とはいえない。2010 年の雇用に占める男女比を見ると、女性は全体

の 33.4%を占めるにすぎない。非農業セクターに限った数字ではあるが、1993 年の数値が

30.8%であったことからすると、状況はほとんど改善されていないといえる。農業セクター

を含め、どの職種でも女性の比率は 3 割前後であるが、専門職のみ女性の比率が高い。専

門職には教師や看護師などの職種が含まれているためと考えられる102。 

 地域別で見ると、都市部と農村部においては 30%強でほとんど数字に変化がないのに対

して、プランテーションでは 1993 年に 30.9%であった数値が、20.3%に激減している。州

別では、北西部州で 1993 年の 27.6%が 2006 年に 36.7%に大きく改善したことを除くと、

雇用における男女平等について、ほとんどの州で変化なしか悪化している。 

 しかし、数値の上昇が女性の貧困削減につながるとは限らない。スリランカの労働環境

は必ずしも良好とはいえず、賃金も低いことが多いため、仮に賃金労働者に占める女性の

割合が増加しても、その女性が低賃金で劣悪な労働環境のもとで働く可能性が少なくない

からである103。 

 

                                                  
102 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.17. 
103 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.54. 
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図表 48 職種別男女比（2010 年）104 

 

 

                                                  
104 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.17. 
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図表 49 非農業セクターにおける賃金労働者に占める女性の割合（州別、セクター別）

（1993 年、2001 年、2006 年）105 

 

 

 

 失業率で見ると、女性の失業率は男性の 2 倍となっている。教育を受けた女性に限ると、

失業率は男性の 3 倍である106。教育を受けた女性は行政官や医師、弁護士、教師といった

専門職に就くが、多くの女性は繊維産業に従事したり、中東への出稼ぎ労働者になったり

している。繊維産業労働者の 9 割、中東出稼ぎ労働者の 7 割が女性である。また、プラン

テーションの労働者の 6 割が女性となっている。 

 男女の平等について、スリランカの課題は教育における平等の達成を雇用における平等

につなげることである。先述のとおり女性に雇用の機会が開かれることが女性の貧困解消

を約束するわけではないが、女性の雇用機会の拡大はスリランカが男女の平等を達成する

上で必要不可欠といえる。 

 

                                                  
105 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.54. 
106 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.55. 
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図表 50 男女別失業率推移（北部州および東部州を除く）（1994 年-2010 年）107 

 

 

2. 教育と貧困 

2002 年までの HIES 調査に基づく世銀の分析によると、世帯主の教育レベルが低いほど

貧困率が高くなるとされる。図表 52 および図表 53 はそれぞれ教育レベルと失業率、教育

レベルと不完全雇用率を示したものである。北部州および東部州を除いた 2010 年の失業率

は 4.9%であったが、スリランカでは教育レベルが高くなるほど失業率が高くなっている。

一方、教育レベルと不完全雇用率については、教育レベルが高くなるのに比例して不完全

雇用率は低下する。世銀の分析は 2002 年までの HIES をもとにしているため、単純に 2010

年の状況に当てはめることはできないものの、教育レベルが高いほど失業率が高いという

傾向は 2000 年以来変化がないことから108、世銀の調査が 2010 年の状況にも妥当であると

すると、高学歴層は失業率が高いとはいえ賃金の高い職に就くことができる一方、低学歴

層は職に就くことができても十分な賃金を受け取っていない可能性が考えられる。 

地域と教育状況の関係を見ると、就学経験がない者の割合は、都市部、農村部、プラン

テーションそれぞれ、2.5%、4.0%、13.1%となっている（全国平均は 4.2%）。また、grade5

までの就学経験を有する人々の割合は、都市部、農村部、プランテーションでそれぞれ、

21.6%、24.6%、43.0%となっている（全国平均は 25.1%）。一方 GCE（O/L）を卒業した

人々の割合は都市部、農村部、プランテーションでそれぞれ、17.5%、14.9%、3.8%となっ

ている（全国平均は 14.7%）。以上から、プランテーションでは就学経験を有しない、ない

し grade5までしか就学経験を有しない人々の割合が都市部と農村部に比較して著しく高い

こと、また、高等教育を受ける人々の割合が少ないことがわかる。 

                                                  
107 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.21. 
http://www.statistics.gov.lk/samplesurvey/LFS_Annual%20Report_2010.pdf （2012 年 2 月 16 日アクセス） 
108 2000 年の全国の失業率は 7.6%であったが、GCE（AL）以上の失業率は 14.9%であった。 
Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.ix. 
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図表 51 世帯主の教育レベルと貧困率の関係（1990/91、1995/96、2002 年）109 

 

 

図表 52 教育レベルと失業率の関係（2010 年）110 

 

 

                                                  
109 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.27. 
http://go.worldbank.org/37SYEZSTH0 （2012 年 2 月 16 日アクセス） 
110 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.21. 
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図表 53 教育レベルと不完全雇用の関係（2010 年）111 

 

 

 

 

                                                  
111 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.26. 
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図表 54 地域別教育状況（2009/10）112 

 
 

1. 産業セクターと貧困 

 産業セクターと貧困との関係をみると、2002 年の HIES 調査では、農業・漁業の貧困率

が 40.4%となっており、製造業の 24.7%、サービス業の 9.6%を大きく上回っている（農業

セクターと貧困の関係については VI-4 にて後述）。国全体の貧困率との比較について、2002

                                                  
112 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10, p.65. 
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年の貧困率は 22.7%であり、この全国平均を上回っている産業セクターは農業・漁業およ

び製造業である。 

 産業セクター間の貧困格差の要因の一つとして賃金格差がある。図表 56 は、2010 年の

各セクターの賃金の平均値および中央値を示した表である。月収受給者については、サー

ビス業の賃金が最も高く、平均値で 18,795LKR、中央値で 17,340LKR となっている。製造

業は各 13,619LKR と 11,000LKR、農業は各 10,340LKR と 8,500LKR となっている。以上

のように産業別に賃金格差が生じており、最も月収が高いサービス業と最も低い農業セク

ターでは、平均値および中央値のどちらについても約 8,000LKR の格差が存在する。 

 2010 年の各産業の雇用人口比率は、農業が 32.5%、製造業が 24.6%、サービス業が 42.9%

となっており113、依然として農業セクターの雇用人口比率が高いことから、農業セクター

の賃金を引き上げることがスリランカの貧困率改善にとって重要であるといえる。 

  

図表 55 産業セクター別貧困率（2002 年）114 

 

 

                                                  
113 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.ix. 
114 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.27. 



61 
 

図表 56 産業セクター別賃金格差（2010 年）115 

 
 

2. 世帯構成と貧困 

 下記図表は世帯の規模と所得の関係を示している。まず所得格差を見ると、第 10 分位（最

裕福層）が全所得の 39.9%を占め、第 9 分位が 14.4%を占めている。第 10 分位と第 9 分位

を合わせると 54.3%となり、上位 2 分位でスリランカの全所得の半分以上を占めている。

対して第 1 分位（最貧困層）が全所得に占める割合は 1.8%、第 2 分位が 3.1%、第 3 分位

が 4.0%と、下位 3 分位を合わせても全所得の 10%に届かない。 

 世帯構成と所得の関係を見ると、所得が低い世帯ほど世帯構成員の数が多く、所得が高

い世帯ほど世帯構成員の数が少ない。第 10 分位および第 9 分位の平均世帯構成員数は 4.5

人であるのに対して、第 9 分位の世帯構成員数は 3.6 人、最も裕福な第 10 分位の世帯構成

員数は 3.3 人となっており、所得と世帯構成員数の間には相関があることがわかる。 

 

                                                  
115 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.18. 
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図表 57 世帯規模と所得（2009/10）116 

 
 

 2002 年 HIES 調査によると、女性世帯主世帯が男性世帯主世帯より貧困度が高いという

データはない117。もっとも、このことは、女性世帯主世帯が経済的な不利益を被っていな

いことを意味しない。女性世帯主世帯の貧困度が男性世帯主世帯のそれと変わらない原因

としては、社会的・文化的理由により、就労年齢に達している男性が世帯にいなかったと

しても、その男性を世帯主に立てる貧困世帯が多いことが考えられる。 

 

図表 58 世帯主の性別と貧困との関係（1990/91、1995/96、2002 年）118 

 

 

3. 世代と貧困 

                                                  
116 Department of Census and Statistics (2011), Household Income and Expenditure Survey 2009/10, p.12. 
117 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.28. 
118 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.126. 
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 2010 年の 15 歳から 24 歳の若年層失業率は、男性が 16.3%、女性が 24.7%、男女合計で

19.4%であった。2010 年のスリランカ全体の失業率が 4.9%であることを踏まえると、若年

層の失業率は顕著に高いといえる。 

 2007 年の世銀の poverty assessment によれば、スリランカ全体では貧困と失業に強い相

関関係はないものの、若年層に限っては貧困と失業および不完全雇用（underemployment）

との間に相関関係が見られる119。失業している若者（10 歳から 20 歳）を抱えている世帯

は、若者が職に就いている世帯に比較して、6%貧困層の割合が大きく、世帯が貧困に陥る

可能性も 4%上昇すると分析されている。2009/10 年の HIES 調査でも若年層の失業率が高

く、2007 年の世銀の分析から状況が変わっていなければ、現在でもそうした失業若年層を

抱える世帯が貧困に陥りやすいことを意味する。 

  若年層の失業率の高さを説明する要因として、教育を受けた若年層はより給与の高い仕

事を得るまで待つ傾向があることが挙げられる。スリランカではフォーマルセクターとイ

ンフォーマルセクターとの賃金格差が大きいため、フォーマルセクターに就職できる可能

性のある高学歴層は賃金の高い仕事を待つインセンティブを持つ。1990 年代の HIES 調査

では、退学者で最も失業率が高いのは、GCE A/L かそれ以上の学歴を持つ層であった。反

対に学歴の低い若年層については、スキルが足りず労働市場に参入できないことが失業の

要因と考えられる。貧困層出身者のほうが低学歴であることが多いため、貧困層出身の若

者は貧困に陥りやすいといえる。 

 

図表 59 年齢別失業率（2010 年）120 

 

 

4. 民族と貧困 

                                                  
119 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, pp.26-27. 
120 Department of Census and Survey (2011), Sri Lanka Labour Force Survey: Annual Report 2010, p.21. 
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 スリランカの主要民族はシンハラ人、タミル人、ムーア人である。1990 年、1995 年、

2002 年の HIES および 1993 年、2000 年の人口保健調査（Demographic and Health Survey: 

DHS）に基づくデータであるものの、貧困との関係では、タミル人だからといってシンハ

ラ人より貧困度が高いわけではないことが世銀の分析によって示されている121。世銀は、

2007 年の Poverty Assessment においても 2002 年の HIES 調査をもとに世帯主の民族と貧

困率との相関関係を分析したが、両者の間に相関関係は見出されなかった。むしろプラン

テーションに住むインド・タミル人に限れば貧困に陥る割合は少ない。対して、ムーア人

やマレー系はシンハラ人に比較して貧困に陥る可能性が非常に高い。また、サムルディ政

策について、タミル人やムーア人はシンハラ人に比べて援助を受けられていないという問

題がある122。 

 

図表 60 世帯主の民族と貧困との関係（1990/91、1995/96、2002 年）123 

 

 

                                                  
121 World Bank (2005), Attaining the Millennium Development Goals in Sri Lanka, pp.15-16, 
http://go.worldbank.org/752310RJS0 （2012 年 2 月 16 日アクセス） 
122 World Bank (2005), Attaining the Millennium Development Goals in Sri Lanka, p.11. 
123 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.126. 
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V. 貧困に影響を与えている要因およびリスク 

1. 地理・自然環境的条件 

 スリランカにおける主な自然災害は、洪水、地滑り、サイクロン、干ばつなどである124。

2007 年 1 月にはヌワラエリヤ県において土砂災害が発生し、2008 年 6 月にはコロンボ県

やカルタラ県が大雨による洪水で大きな被害が発生している。 

 さらに最近では、2011 年はじめの洪水により、北部州および東部州で甚大な被害が発生

した。モンスーンによる豪雨が 2010 年 11 月半ばから降り続き、洪水によりバティカロア

県、アヌラーダプラ県、モネラガラ県、ヌワラエリヤ県、キャンディ県、トリンコマリー

県、ラトナプラ県、マータラ県、キリノッチ県、ポロンナルワ県、ムライティブ県、アン

パーラ県の 12 の県が被害を受けた。特に被害がひどかったのが、スリランカ東部のアンパ

ーラ県、バティカロア県、トリンコマリー県、ポロンナルワ県の 4 県である。東部では、

内戦に伴い国内避難民が発生し、内戦終結後帰還が進んでいたものの、この洪水により彼

らは経済的に大きな打撃を受けた。 

 住居の被害がひどかったのは、ワウニヤ県、バティカロア県、ムライティブ県およびア

ンパーラ県である。また、この 4 県では、洪水により生活に悪影響を被った世帯の割合が

多く、特にワウニヤ県とバティカロア県では生活が完全に破壊された世帯と中程度に破壊

された世帯の割合がムライティブ県とアンパーラ県よりも多くなっている。 

 

                                                  
124 なお、発生頻度が低く主要な災害とは言えないものの、2004 年 12 月にスマトラ沖で発生した巨大地震に伴う

津波によって、南部州、西部州、東部州、北部州は甚大な被害を受けた。スリランカ全島で約 35,000 人が死亡、

5,000 人が行方不明、95,000 人が住まいを追われた。 Disaster Management Center (Ministry of Disaster 
Management) website. 
http://www.dmc.gov.lk/National%20Safety%20Day.htm （2012 年 2 月 16 日アクセス） 
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図表 61 2010 年 11 月から 2011 年 2 月の洪水で被災した世帯の割合125 

 

 

図表 62 洪水で被災した家屋の割合126 

 

                                                  
125 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.60. 
126 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.62. 
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図表 63 洪水が生活に与えた影響の程度（2011 年）127 

 

 

                                                  
127 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.62. 
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VI. JICA の優先課題における貧困 

1. 運輸・交通インフラ 

 下記図表は、スリランカの商業の中心地であるコロンボへの平均移動時間、電力を利用

する企業の数、有線ないし携帯電話を保有する企業の数、銀行がある地域に所在する企業

の数について、世銀が 2002 年 HIES および 2004 年の”Improving the Rural and Urban 

Investment Climate”報告書をもとに州別で貧困との相関関係を分析したものである128。世

銀の分析によれば、各種インフラの中で交通インフラと貧困との相関関係が最も強い。2002

年 HIES 調査で最も貧困率が高かったのはウバ州であるが、通信インフラについては最も貧

困率の低い西部州と同等の水準にあり、銀行へのアクセスでは他の州よりも数字はむしろ

上回っている。しかし、コロンボへの平均移動時間は 295 分と、北中部州の 304 分につい

で時間がかかっている。世銀はこの分析から、地理的隔絶とコロンボへの移動時間が長い

ことが貧困と最も相関すると指摘している。インフラ利用可能性指標と貧困率との相関係

数は-62%であるが、コロンボへの移動時間と貧困率との相関係数は 47%である。 

 

図表 64 交通インフラや電力等へのアクセスの容易さと貧困との相関関係129 

 

 

                                                  
128 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.31. 
129 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.31. 
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2. 防災 

 2004 年 12 月のスマトラ沖巨大地震に伴う津波によりスリランカも大きな被害を受けた。

死者約 35,000 人、負傷者約 20,000 人、50 万人以上が住まいを追われ、15 万人の労働者が

生計手段を失った130。10 万戸以上の家屋が何らかの被害を受け、津波による被害額は 10

億 US ドルと推定される。自然災害は富裕層、貧困層を問わず被害を与えるものの、もとも

と資産等を持たない貧困層は富裕層以上に打撃を受けるといえる。2004 年の津波の被害を

受けた地域は、主に東部州、南部州、西部州、北部州、北西部州である。東部州や南部州

は津波の被害を受ける以前からスリランカの後進地域で貧困率も高かったため、津波は同

州の貧困状況をさらに悪化させる効果をもたらしたと推定される。 

 2010 年後半から 2011 年前半にかけて、モンスーンに伴い豪雨および洪水が発生し、特

に北部州、東部州、北中部州が被害を受けた。2011 年の豪雨・洪水については、V-1 を参

照のこと。 

 

                                                  
130 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, pp.22-23. 
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地図 3 洪水、旱魃、地滑りに脆弱な地域131 

 
 

3. 保健 

スリランカは、5 歳未満児死亡率の減少に関する MDG 目標を順調に達成する見込みであ

る。1946 年に 1,000 人当たり 141 人の死亡率であったのが、2003 年には 1,000 人当たり

11 人まで減少しており、先進国と比較しても遜色ない数字である。スリランカはユニバー

サル・ヘルスケアをほぼ達成しており、途上国の中では医療体制の整備が進んでいること

                                                  
131 WHO (2006), Country Cooperation Strategy 2006-2011, p.20. 
http://www.who.int/countries/lka/en/ （2012 年 3 月 9 日アクセス） 
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が児童死亡率の減少に貢献しているものと考えられる132。 

乳幼児死亡率の削減について順調に進むスリランカであるが、地域間格差があることが

課題として指摘できる。UNFPA の 2006 年報告書によると、県別では、ウバ州のバドゥッ

ラ県と東部州のアンパーラ県、北中部州のアヌラダープラ県、マータラ県、北西部州のク

ルネーガラ県における乳幼児死亡率は 1,000 人当たり 25 人を超えている133。他方、乳幼児

死亡率が低いのは、北中部州のポロンナルワ県と東部州のバティカロア県、および西部州

のカルタラ県である134。 

また、乳幼児および児童の死亡率に影響を与える要因として母親の教育レベルが考えら

れる。図表 66 は母親の教育レベルと乳幼児・児童死亡率の関係を示した 2006/07 人口保健

調査の表である。この表から、母親の教育レベルが上がるほど乳幼児・児童死亡率が減少

する関係が示されている。 

 

                                                  
132 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.63. 
133 UNFPA (2010), ICPD＠15 Sri Lanka: Review, p.37. 
http://srilanka.unfpa.org/?publications=1940 （2012 年 3 月 9 日アクセス） 
134 なお、2003 年の調査ではバティカロア県とポロンナルワ県の乳幼児死亡率は 1,000 人当たり 20 人を超えて

おり、スリランカ全土で最も高かった。UNPFA の報告書で両県の数字が低い理由は不明である。2003 年調査の

数値については、UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.64 を参照。 
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図表 65 県別乳幼児死亡率（2006/07 年）135 

 

 

                                                  
135 Department of Census and Statistics (2008), Demographic and Health Survey 2006-07 (Final Report), 
p.97. 
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図表 66 母親の教育レベルと児童死亡率（2006/07 年）136 

 

 

 妊産婦死亡率についても、スリランカは MDG 目標を達成する見込みである。1992 年の

妊産婦死亡率は 100,000 人当たり 42 人であったが、2003 年には 100,000 人あたり 14 人に

まで下がっている137。さらに 2006 年にはこの数値が 39.3 人に改善している。 

 このように妊産婦死亡率は改善傾向にあるが、達成度について地域間の格差が大きい。

妊産婦死亡率が低いのは、東部州のトリンコマリー県や北中部州のポロンナルワ県で、そ

れぞれ 100,000 人当たり 11.9 人と 14.7 人となっている。他方、北部州のキリノッチ県は

100,000 人当たり 102.8 人で、最も低いトリンコマリー県の 9 倍弱である。その他、東部州

                                                  
136 Department of Census and Statistics (2008), Demographic and Health Survey 2006-07 (Final Report), 
p.97. 
137 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.74. 
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のアンパーラ県とバティカロア県、中部州のヌワラエリヤ県、ウバ州のモネラガラ県が

100,000 人当たり 70 人を超えている。 

 

図表 67 妊婦死亡率の地域間格差（2006 年）138 

 

   

 スリランカでは、他の南アジア諸国と異なり HIV/AIDS は広まっていない。患者の多くは

性産業や男性の同性愛者、麻薬使用者に限定されているが、性産業労働者にしても患者数

は少ない。とはいえ年々HIV/AIDS 患者数は増加しており、2007 年には 172 人が HIV/AIDS

のために死亡した139。 

 年代別で見ると、2003 年に報告されかつ患者の年齢が判明している 478 ケースについて、

患者の 90%が 15 歳から 49 歳であり、その半分以上が 30 歳から 39 歳であった。州別の分

布で見ると、2006 年は西部州が全体の約 60%を占めている。 

 HIV/AIDS における問題として麻薬使用を介した HIV/AIDS 感染経路が考えられることと

HIV/AIDS に関する知識を持つ人々の割合が少ないことが挙げられる140。はっきりとした統

計はないものの、スリランカでは 24 万人のアヘン使用者、4 万人のヘロイン使用者、2 万

人の大麻使用者がいると推定されており、麻薬使用者の 0.2%が注射利用と考えられている。 

 また、HIV/AIDS に関する知識や感染予防法、偏見が存在するということを知っている人々

の割合は、特に 15 歳から 24 歳の若年層で低く、3 人に 1 人に過ぎない。また地域的に格

差があり、最も知識の普及が進んでいる南部州ゴール県では 42.6%が HIV/AIDS に関する知

識を有していた一方、中央州のヌワラエリヤ県ではその数字は 28.2%にまで低下する。ま

                                                  
138 UNFPA (2010), ICPD＠15 Sri Lanka: Review, p.31. 
139 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, pp.85-86 
140 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, pp.85-86. 
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た、プランテーションでは特に男性の間で HIV/AIDS に関する知識が普及しておらず、若年

層も年配層に比較して HIV/AIDS に関する知識を有していない。 

 マラリアについては、状況は改善傾向にある。2006 年には 591 件の報告例があったが、

死亡等に至ったケースはなかった。州別で見ると、マラリア陽性者数は、北部州、東部州、

北中部州において多い。県別では、アンパーラ県、アヌラーダプラ、トリンコマリー県、

プッタラム県、クルネーガラ県、ワウニヤ県で全体 73%を占めている141。 

 

図表 68 州別 HIV/AIDS 患者数（2006 年）142 

 

 

 スリランカの保健財政について、ヘルスケア関連支出の 49%は中央および州政府の支出

によって賄われている。4.9%が自発的に加入する健康保険、0.1%が社会健康保険であるが、

ヘルスケア関連支出の 43.6%は自己負担ないし世帯負担である。このようにスリランカの

保健費用負担について、自己負担ないし世帯負担の比率が多く、貧困層等の脆弱な世帯に

とっては大きな負担である。年次報告書においてスリランカ中央銀行は、より質の高い保

健医療のための政府支出を合理化することと貧困層が無料で医療を受けることができるよ

う富裕層の負担による保健医療の模索が必要であると指摘している143。 

 

4. 農業 

 経済成長著しいスリランカであるが、2010 年において農業セクター（プランテーション

を含む）は全 GDP の約 13%を占めており、農業セクターが同国において最も重要な産業の

                                                  
141 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, pp.89-90. 
142 UNDP (2010), MDG Sri Lanka Country Report 2008/09, p.86. 
143 Central Bank of Sri Lanka (2011), Annual Report 2010, p.74. 
http://www.cbsl.gov.lk/pics_n_docs/10_pub/_docs/efr/annual_report/AR2010/English/content.htm （2012年

2 月 16 日アクセス） 
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一つであるといえる。特にウバ州や北中部州は近年ではサービス産業が成長してきている

とはいえ、西部州に比較すると農業の重要度が高い。また、農村部は貧困層を多く抱え込

んでいる。スリランカにおける貧困層人口は約 180 万人であるが、貧困層の 84.7%を農村

部が占めており、農村部貧困人口は 153 万人に達する144。農村部の貧困層のほとんどが小

規模農家である145。農業セクターの貧困率は順調に低下しており、2002 年には 24.7%、

2006/07 年には 15.7%、2009/10 年には 9.4%まで減少している。しかし、都市部の貧困率

の 5.3%に比較すると依然として高いため、農村部の貧困率削減にはさらなる努力が必要と

いえる146。 

 今日のスリランカ農業は、小規模農家が農業の主要な担い手であり、規模の経済が働か

ないこと、金融サービスが低調であるため投資が少ないこと、技術が不適切かつ不十分と

いう問題を抱えている。加えて、土地が細分化されていること、収穫後のロスが大きいこ

と、価格設定および取引方針が一貫していないこと、利益の大きな市場へアクセスできな

いことも小規模農家が貧困から脱することができない要因である。 

 2002 年の HIES 調査に基づく世銀の分析によると、農業に従事する世帯の貧困率は農業

以外に従事する世帯より貧困率が高い傾向にある。農村部全体では、非農業世帯の貧困率

は 16.4%だが、農業世帯の貧困率は 24.1%となっており、また、州別で見ても、北西部州

および南部州を除く全ての州で、農業従事世帯の貧困率のほうが高くなっている。特にウ

バ州では、非農業世帯の貧困率が 16.9%であるのに対して、農業世帯の貧困率は 34.3%と

約 2 倍になっており、貧困率の格差が他の州に比較して特に高くなっている。 

 

図表 69 セクター別・州別貧困率および収入に占める農業の割合（2002 年）147 

 

                                                  
144 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.2. 
145 以下の記述は次を参照。IFAD website, Rural poverty in Sri Lanka. 
http://www.ruralpovertyportal.org/web/guest/country/home/tags/sri%20lanka （2012 年 2 月 16 日アクセス） 
146 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.1. 
147 World Bank (2009), Sri Lanka Agricultural Commercialization: Improving Farmers’ Incomes in the 
Poorest Regions, p.10. 
http://go.worldbank.org/V8LNWH1SS0 （2012 年 3 月 9 日アクセス） 
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 最貧困地域では農業技術が低いレベルのままでとどまっている。ウバ州と東部州、北部

州では他の州に比較して、役畜依存率が高く、農業生産の機械化が進んでいない148。 

 また、生産品目によっても貧困率に差が生じる。ウバ州では紅茶およびゴム生産者は他

の農作物生産者よりも裕福であり、他方サバラガムワ州においては、紅茶、ゴム、ココナ

ッツ、コメ生産者は野菜農家よりも裕福である149。 

 

図表 70 ウバ州、サバラガムワ州、西部州における主要作物生産者別貧困率（2002 年）150 

 
 

 既述のとおり、スリランカの農地は細分化されている。2002 年の HIES 調査によると、

ウバ州およびサバラガムワ州の平均耕作面積は、63%の世帯で 1 エーカーないしそれ以下

であった151。耕作面積が広くなるほど収入が増加する傾向にあり、ウバ州およびサバラガ

ムワ州においても、2 エーカー以上の農地を持つ農家の収入は小規模農家の収入の 3 倍にな

る。したがって、農家の収入を拡大するには 1 世帯当たりの耕作面積を増やすことが重要

であるといえる。 

 

図表 71 耕作地面積の規模と農業収入の関係（2002 年）152 

 

 

                                                  
148 World Bank (2009), Sri Lanka Agricultural Commercialization: Improving Farmers’ Incomes in the 
Poorest Regions, p.11. 
149 World Bank (2009), Sri Lanka Agricultural Commercialization: Improving Farmers’ Incomes in the 
Poorest Regions, p.11. 
150 World Bank (2009), Sri Lanka Agricultural Commercialization: Improving Farmers’ Incomes in the 
Poorest Regions, p.11. 
151 World Bank (2009), Sri Lanka Agricultural Commercialization: Improving Farmers’ Incomes in the 
Poorest Regions, pp.11-12. 
152 World Bank (2009), Sri Lanka Agricultural Commercialization: Improving Farmers’ Incomes in the 
Poorest Regions, p.12. 
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 プランテーションの貧困率の高さはスリランカの課題であった。1995 年のプランテーシ

ョンの貧困率は 38.4%であった。同じ年の他のセクターの貧困率は、都市部は 14.0%、農

村部は 30.9%であり、プランテーションは一際貧困率が高かった。都市部や農村部の貧困

率がその後順調に改善したことに比べるとプランテーションの貧困率改善は進まず、2006

年のプランテーションの貧困率は 32%であった。農村部および都市部はそれぞれ 15.7%、

6.7%であったことから、プランテーションと他のセクターの格差はむしろ拡大した。しか

し、先述のとおり、2009/10 年の HIES 調査では、プランテーションの貧困率は 11.4%と劇

的に改善しており、農村部の貧困率 9.4%に近づいている。 

 

図表 72 セクター別貧困率の推移（1990/91－2009/10）（再掲）153 

 

 

 

                                                  
153 Department of Census and Statistics (2011) Poverty Indicators: Household Income and Expenditure 
Survey-2009/10, p.1. 
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図表 73 州別産業構造（2004-2009 年）154 

 

 

                                                  
154 Central Bank of Sri Lanka (2011), Economic and Social Statistics of Sri Lanka 2011, p.34. 
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5. 内戦の影響 

 約 30 年間の内戦は、スリランカ経済に悪影響をもたらしてきた。スリランカ中央銀行は

投資と雇用機会の損失により GDP 成長率が年間 2-3%押し下げられていると分析している
155。しかしながら、内戦が終結したことによって復興需要が見込まれている。政府は北部

州と東部州のインフラ整備および復興のための包括的な公共投資プログラムを開始してい

る。また、政府は、国際的な支援を受けて、道路や鉄道開発、発電施設、港湾施設、給水・

衛生施設整備のために年間 15 億米ドルから 20 億米ドル規模の投資を行う予定である156。

北部州および東部州復興のためにはインフラ整備は不可欠であり、また、同地域が経済発

展の恩恵を受けることが内戦の再発リスクの軽減にもつながるため、これらの政策の円滑

な実施は非常に重要であるといえる。 

内戦の被害が著しい北部州は他の地域に比較して貧困が広がっている。2009/10 年の

HIES 調査によると、北部州のジャフナ県、東部州のバティカロア県およびアンパーラ県の

平均所得は、中央値換算で公式貧困線を下回っている157。WFP による調査では HIES 調査

では含まれなかったキリノッチ県の一人当たり GDP が明らかとなっているが、キリノッチ

県の一人当たり GDP は 2,189LKR で全国平均を大きく下回っていた。貧困ラインを下回る

人口割合については、北部州では多くの人々が貧困ライン以下の生活水準である、特にキ

リノッチ県は 83%もの人々が貧困ライン以下での生活を余儀なくされていることがわかる
158。 

 図表 76 は、北部州、東部州、北中部州の収支状況を示したグラフである。グラフから、

北部州の収入と支出が全国の貧困ラインを大きく下回っていること、および支出を賄うだ

けの十分な収入がないことが一目瞭然である。図表 77は就業機会について、2010年と 2011

年を比較したときの改善度を示しているが、北部州ではほとんど就業機会が改善していな

いことがわかる。ジャフナ県は 2010 年から全く変化がなく、マナー県ではむしろ 43%が就

業機会状況は悪化したと回答している。十分な就業機会がないことが北部州における貧困

率の高さの大きな要因になっていると考えられる159。 

 

 

                                                  
155 World Bank (2007), Sri Lanka Poverty Assessment: Engendering Growth and Equity: Opportunities and 
Challenges, p.6. 
156 IMF (2011), Post-conflict, Brighter Economic Prospects for Sri Lanka.  
http://www.imf.org/external/pubs/ft/survey/so/2011/car020411a.htm （2012 年 2 月 16 日アクセス） 
157 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011),p.13. 
158 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011),p.13. 
159 なお、東部州のバティカロアやアンパーラ県、トリンコマリー県の就業機会が悪化したのは、2010 年後半から

2011 年はじめにかけて発生した豪雨および洪水の被害によるものである。 
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図表 74 北部州・東部州・北中部州の一人当たり GDP（1 カ月）と国別貧困ライン（2009/10）
160 

 

 

図表 75 北部州・東部州・北中部州における所得貧困の分布（2009/10）161 

 

                                                  
160 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.12. 
161 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.13. 
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図表 76 北部州・東部州・北中部州における収支格差（2011 年）162 

 

 

図表 77 北部州、東部州、北中部州における就業機会の改善度（2010 年-2011 年）163 

 
 

  約 30 年間の内戦の結果、多くの人々が財産を失ったり、住まいから強制的に退去させ

られたりした。2008 年からの 2009 年 5 月までの内戦の最終段階で、強制的に退去させら

                                                  
162 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.15. 
163 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.15. 
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れた人々は少なくとも 25 万人にのぼるとされる164。2009 年から帰還・再定住が進みだし、

2010 年 9 月までに 9 割以上の人々が再定住を果たしている。図表 78 は、国内避難民の帰

還状況を示すグラフである。同グラフによると、キリノッチ県およびムライティブ県では

ほぼ 100%に人々が出身地に帰還している。他方、マナー県は 8 割強の人々が出身地に帰還

したものの、17%の人々が出身地以外への移住を選択している。ジャフナ県は、出身地へ

の帰還ないし他の地域に移住した人口の両方の値が低いが、これはジャフナ県では内戦の

最終段階において強制移住を余儀なくされた人々が少なかったためと考えられる165。 

帰還が進む一方で図表 79 北部州における帰還民の貧困状況の変化（2010-2011 年）、

WFP の調査が行われた 2011 年 4 月現在では、ジャフナがいまだに高度警戒区域（High 

Security Zone）に指定されていること、紛争地域では多くの地雷が埋設されていること、

生活環境が貧しいことや雇用機会が不十分であること等を理由に故郷に帰還しない人々も

少なくない。また、紛争地域では、インフラ再建が遅れていたり、水や市場へのアクセス

が困難であったり、住居が破壊されたままであったりといった問題も残っている。 

 

図表 78 国内避難民の帰還状況（2011 年）166 

 

 

 図表 79 は、北部州の 5 県（ジャフナ県、キリノッチ県、ムライティブ県、マナー県、ワ

ウニヤ県）の帰還民の貧困状況を示したグラフである。2010 年と 2011 年を比較して、キ

リノッチ県を除く 4 県で貧困状況が改善している。ジャフナは貧困ライン以下で生活する

                                                  
164 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), pp.4-6. 
165 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), pp.4-5. 
166 Newly resettled は、出身地への帰還を表し、relocated は出身地以外への移住を表している。WFP(2011), 
Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security Assessment Report: Sri 
Lanka 2011), p.4. 
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世帯が 70%から 63%に、ムライティブは 76%から 58%に、マナー県は 75%から 56%に、

ワウニヤ県は 80%から 57%になった。特にワウニヤ県では貧困ラインの半分の以下で生活

する貧困層が 26%から 7%になっている。対してキリノッチ県は貧困ライン以下で生活する

貧困層が 2010 年の 76%から 2011 年には 83%になっている。貧困ラインの半分以下で生活

する貧困層も 22%から 26%になっており、状況の悪化は明らかである。もっとも他の県も

数字は改善されたとはいえ、実質的な所得に大きな変化はないため、地域の状況が悪化す

ると再び貧困層に逆戻りする世帯は少なくないと考えられる167。 

 図表 80 は、北部州、北中部州、東部州の県別障害者人口の割合を示すグラフである。グ

ラフが示すとおり、北部州に属する県の障害者人口割合は東部州と北中部州の数字を上回

っている。障害の原因は明らかではないものの、内戦および医療施設の不足に起因するも

のと推測される168。 

 

図表 79 北部州における帰還民の貧困状況の変化（2010-2011 年）169 

 

 

                                                  
167 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.13. 
168 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.8. 
169 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.14. 
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図表 80 県別障害者人口割合（2011 年）170 

 

 

 

                                                  
170 WFP(2011), Food Security: In Northern, Easter, North Central Provinces (A  Food Security 
Assessment Report: Sri Lanka 2011), p.8. 
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